
第49期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
（2025年６月１日から2026年５月31日まで）

株式会社三機サービス



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称

上海三機大楼設備維修有限公司

株式会社兵庫機工

長沼冷暖房株式会社

株式会社Sanki Next Repair

2025年12月１日に株式会社Sanki Next Repairを設立したことに伴い、当該会社を連結の範囲に含めておりま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち上海三機大楼設備維修有限公司の決算日は12月31日、株式会社兵庫機工の決算日は３月20日、

長沼冷暖房株式会社の決算日は３月31日および株式会社Sanki Next Repairの決算日は６月30日であります。連結計

算書類の作成にあたっては、株式会社兵庫機工および長沼冷暖房株式会社は同日現在の計算書類を使用し、上海三

機大楼設備維修有限公司および株式会社Sanki Next Repairは３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使

用しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

ロ．棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

未成工事支出金…個別法

原材料……………総平均法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によっております。ただし、当社及び国内連結

子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～60年

機械装置及び運搬具 ５年～17年

工具、器具及び備品 ２年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 繰延資産の処理方法

イ．創立費

５年間で均等償却しております。
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ロ．開業費

５年間で均等償却しております。

④ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金

役員の慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、子会社の仮決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生年度に一括費用処理することにしております。

③ 小規模企業等における簡便法

一部の国内連結子会社は退職一時金制度を設けており、その一部について中小企業退職金共済制度（中退

共）に加入し、勤続年数に応じて月額定額掛金を設定し拠出しております。また、一部の国内連結子会社は

中退共に加入しており、勤続年数に応じて月額定額掛金を設定し拠出しております。なお、国内連結子会社

は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

ロ．収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 定期契約によるメンテナンスや個別修理等は、履行義務が一時点で充足される取引であり、顧客にサービ

スが提供された時点で収益を認識しております。

② 契約期間に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわたり履行義務を充足す

る取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。

③ 工事契約による既設設備の更新工事や新築設備工事などは、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引

であり、履行義務の充足に係る進捗に基づく収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率

の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合によっております。また、少額かつごく短期の工事

契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

ハ．のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５年間で均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

一定期間にわたり充足される工事請負契約における工事収益総額及び工事原価総額の見積り

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

一定期間にわたり充足される工事請負契約の売上高 2,718,925千円

(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

工事請負契約については、期間がごく短い工事請負契約を除き、履行義務の充足に応じて一定の期間にわたり収益

を認識する方法を適用しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、工事原価総額の見積額に対する発生原

価の割合（インプット法）で算出し、完成工事高は当該進捗度に工事収益総額を乗じて算出しております。

なお、工事収益総額及び工事原価総額の見積りは個別の工事ごとに作成される実行予算書を基礎としております。
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(3) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

工事収益総額及び工事原価総額の見積りに用いた主要な仮定は、工事の完成引渡しまでに必要となる資材、外注費

及び経費などであり、所管部門の仮定及び判断が含まれております。

(4) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定は、工事契約を取り巻く状況の変化による資材や外注費等の市場価格の変動、設計内容や仕様の変更等

によって影響を受ける可能性があり、見積りの不確実性を伴います。そのため、こうした事象の発生により見積りの

見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産（帳簿価額）

建物 10,365千円

土地 120,800千円

合計 131,165千円

②担保に係る債務（帳簿価額）

１年以内返済予定長期借入金 4,284千円

長期借入金 14,292千円

合計 18,576千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 612,649千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

(3) 当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８行と当座貸越契約を締結しております。当連

結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,870,000千円

借入実行残高 50,000千円

差引額 1,820,000千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 6,583,485株 －株 －株 6,583,485株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 137,791株 －株 7,000株 130,791株

（注）自己株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

（千円）
１ 株 当 た り
配 当 額 (円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2025年８月28日
定時株主総会

普通株式 161,142 25 2025年５月31日 2025年８月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円)

基 準 日 効力発生日

2026年８月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 193,580 30 2026年５月31日 2026年８月31日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資産に限定して運用し、また資金調

達については、短期的な運転資金及び設備投資資金として銀行借入等により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建預金及び外貨建金銭債権は、為替の変動リスクに晒さ

れております。

営業債務である支払手形及び工事未払金は、流動性リスクに晒されております。借入金及びファイナンス・リ

ース取引に係るリース債務は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、最終返済日は決

算日後、最長で５年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、与信管理規程に基づき、見積提出及び受注時に信用調査を行っており

ます。また、個別の取引毎に支払条件等の確認を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、入金・支払情報データ等に基づき、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新しております。

また、複数の金融機関から融資枠を確保しており、機動的に資金調達が可能となる体制を整えております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち8.63％が特定の大口顧客に対するものであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び工事未払金、短期借入金、未払法人税

等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券 478,065 千円 478,065 千円 － 千円

資産計 478,065 478,065 －

(1) 長期借入金 （注）１ 238,674 235,122 △3,551

(2) リース債務 （注）２ 17,220 16,860 △360

負債計 255,894 251,982 △3,911

（注）１．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

２．リース債務は流動負債と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 478,065 － － 478,065

資産計 478,065 － － 478,065

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 235,122 － 235,122

リース債務 － 16,860 － 16,860

負債計 － 251,982 － 251,982

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券はすべて上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

固定金利による長期借入金については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算出しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務

時価については、元利金の合計額を長期借入金の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
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７．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

メンテナンス事業 建設関連製品サービス事業

定 期（注）１ 2,905,501 － 2,905,501

修 理（注）２ 8,831,615 － 8,831,615

工 事（注）３ 9,932,882 2,583,454 12,516,337

顧客との契約から生じる収益 21,670,000 2,583,454 24,253,454

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 21,670,000 2,583,454 24,253,454

（注）１．定期契約による点検・清掃等

２．定期メンテナンスによる事前修理、突発的な緊急修理等

３．設備機器の更新工事、建物設備の設置工事等

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表 １．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 （４）会計方針に関する

事項 ⑤その他連結計算書類の作成のための重要な事項 ロ．収益及び費用の計上基準に記載のとおりでありま

す。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

１．契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 3,973,341 3,481,505

契約資産 1,165,113 1,616,865

契約負債 390,486 480,312

契約資産は、主に工事契約による空調設備更新等の大型工事において、履行義務の充足に係る進捗に基づいて

認識した収益に係る未請求の完成工事未収入金であります。契約資産は、請求が行われた時点で売上債権へ振り

替えられます。

契約負債は、主にメンテナンス契約及び工事契約における顧客から受領した前受金であります。なお、当期に

認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、219,710千円であります。

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。

２．残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に

予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充足）

の履行義務は、当連結会計年度末において231,904千円であります。当該残存履行義務について、履行義務の充

足につれて１年から15年の間で収益を認識することを見込んでおります。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 872円46銭

１株当たり当期純利益 132円30銭

９．重要な後発事象に関する注記

（経営統合契約及び株式交換契約の締結）

当社及びシンメンテホールディングス株式会社（以下「シンメンテＨＤ」といい、当社とシンメンテＨＤを総称し

て、以下「両社」といいます。）は、2026年７月15日に開催された両社の取締役会において、両社対等の精神に基づく
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経営統合（以下「本経営統合」といいます。）を行うことを決定いたしました。これに伴い、両社は、本経営統合の実

現に向け、シンメンテＨＤを会社法第767条の定める「発行済株式の全部を取得する株式会社」（株式交換完全親会

社）、当社を会社法第768条１項１号の定める「株式交換をする株式会社」（株式交換完全子会社）とする株式交換（以

下「本株式交換」といいます。）を実施することを決定し、2026年７月15日付で経営統合契約（以下「本経営統合契

約」といいます。）及び株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結いたしました。

なお、本株式交換は、シンメンテＨＤにおいては2026年９月４日開催予定の臨時株主総会、当社においては2026年

８月28日開催予定の第49期定時株主総会において、それぞれ本株式交換契約の承認を得ることを条件として、2026年

12月１日を効力発生日として実施する予定です。

また、本株式交換の効力発生日に先立ち、当社普通株式は株式会社東京証券取引所スタンダード市場において2026

年11月27日付で上場廃止（最終売買日は2026年11月26日）となる予定です。

本株式交換を行う理由、本株式交換契約の内容の概要等、その他本議案に関する事項は次のとおりです。

１．株式交換を行う理由（本経営統合の目的）

当社は、1977年７月、三洋空調システムサービス株式会社（現 パナソニック産機システムズ株式会社）との業務提

携を機に、株式会社兵庫機工から分離して兵庫県姫路市で設立され、「メンテナンスを核とした環境改善により社会

に貢献する」を事業方針に掲げ、安心・快適な空間のインフラを提供することを目指しております。当社は、設立

当初よりパナソニックグループのメーカーサービス指定店として大型空調機器のメンテナンスを行うほか、厨房機

器、電気設備及び給排水衛生設備等を対象に、設計・施工から保守管理・修理までを一貫して担うトータルメンテ

ナンスサービスを展開しており、国内及び中国・上海市にコールセンターを設置し、24時間365日体制で緊急修理に

対応するとともに、近年は省エネルギー関連の設備更新工事や環境ソリューションへと事業領域を拡大しておりま

す。

一方、シンメンテＨＤは、1999年10月に創業し、2017年９月にシンプロメンテ株式会社と株式会社テスコを子会

社とする持株会社体制へ移行しております。シンメンテＨＤグループの経営理念としては「夢新（むしん、ゆめあ

らた）」を掲げ、豊かな人生、豊かな社会の実現という夢をもち、新たな挑戦を続ける集団でありたいと考えており

ます。シンメンテＨＤグループは、大手飲食業界や物販・小売業、介護業などを主要顧客として、店舗・施設の設

備・機器及び内外装の不具合に対して、顧客本部に代わってメンテナンスを行うことを主たる事業としております。

具体的には、日本全国の店舗・施設からのメンテナンス依頼をシンメンテＨＤグループで受け付け、依頼の種類、

地域、内容等に応じて、日本全国で10,000社を超えるシンメンテＨＤの協力業者（メンテキーパー）から適切な業

者を選定・手配し、店舗・施設の設備・機器及び内外装等の不具合を解決するメンテナンスサービスをワンストッ

プで提供しております。

両社が事業を展開するメンテナンスサービス市場では、建物・設備の老朽化に伴う改修・更新需要に加え、省エ

ネルギー・カーボンニュートラルへの対応、電力コストの削減、各種法規制への対応等を背景として、メンテナン

スに対する需要は構造的に底堅く推移するものと両社は認識しております。その一方で、顧客がメンテナンス事業

者に求める役割は、故障対応や単発の工事といった「都度型」の関係から、点検・修理・更新・予防保全・省エネ

ルギー提案までを継続的に担う「継続的なパートナー」へと変化しつつあります。こうした環境の下では、個別の

工事・スポット案件を積み上げる力に加え、顧客との継続的な関係を深めながら安定的・継続的なメンテナンス収

益を積み上げていく力こそが、持続的な成長の鍵になると両社は考えております。

もっとも、こうした成長機会を捉えていくうえでは、両社に共通する経営課題も存在いたします。エネルギー・

原材料価格の高騰や物流の不安定化に加え、労働力人口の減少に伴う人手不足の深刻化等を背景として、安定的な

サービス提供体制の確保と、協力業者・専門人材のネットワークの維持・品質の確保が、両社に共通する課題とな

っております。さらに、顧客側におけるメンテナンスの内製化の動きや、業界再編による競争環境の変化も見込ま

れており、これらの環境変化に各社が単独で対応しながら持続的な成長を実現していくには、一定の制約があるも

のと両社は認識しております。

このような認識の下、両社は、ともに全国規模でトータルメンテナンスサービスを展開する同業のリーディング

カンパニーとして、かねてより経営層同士の意見交換を重ね、相互の理解を深めてまいりました。その中で、対等

な立場で互いの経営資源を持ち寄ることにより、いずれか一方では実現し得ない事業基盤の強化と企業価値の向上

が可能になるとの認識を共有するに至りました。

そもそも本経営統合のきっかけは、約10年前に両創業者が面談を開始したことにあります。以来、両社の相互理

解を深めるため、年１回程度の面談を重ねてまいりました。そして、両社間で協議・検討を進めていく中で、本経

営統合の実施により、両社がこれまで培ってきた顧客基盤、専門人材、技術・ノウハウその他の経営資源を相互に

活用し、サービス品質の向上及び経営効率の改善を可能にする強固な経営基盤を構築することで、顧客への提供価

値の最大化と両社グループの更なる企業価値の向上に資するものと判断し、2026年７月15日開催の両社の取締役会
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において本経営統合の実施を決議し、両社間で本経営統合契約及び本株式交換契約を締結いたしました。

本経営統合は持株会社方式によるものとし、効率的に経営統合を進める観点から一般的に用いられている手法を

採用して、既に持株会社体制となっているシンメンテＨＤを持株会社として活用いたします。具体的には、両社の

株主総会において本経営統合の承認が得られることを前提として、当社とシンメンテＨＤは本株式交換を行うとと

もに、シンメンテＨＤは、商号を「三機シンメンテホールディングス株式会社」に変更いたします。

本経営統合の事業面における意義は、両社の強みの方向性が相互に補完的である点にあります。当社は、300名を

超える技術者による技術力・現場での実行力に強みを有しております。一方、シンメンテＨＤは、全国の多店舗顧

客に対する受付・手配・案件管理等の司令塔機能を通じて、メンテナンスのプラットフォームを運営する力に強み

を有しております。本経営統合により、両社はこれらの技術力とプラットフォーム運営力を融合させ、顧客基盤

（顧客ポートフォリオ）の拡大と、既存顧客における取扱領域の拡大（顧客内シェアの拡大）を同時に推進するとと

もに、継続的なメンテナンスを起点として更新・予防保全・省エネルギー提案等へとサービスを広げることで、顧

客への提供価値の最大化と企業価値の向上を目指してまいります。

両社は、本経営統合の実現により、以下のシナジーを想定しております。

(１)顧客基盤の相互活用によるクロスセル機会の創出

両社は、それぞれ異なる業界において強固な顧客基盤を有しており、各社がこれまで培ってきた顧客との取引関

係や業界知見には相互補完性があるものと認識しております。本経営統合後は、両社の顧客基盤を相互に活用し、

顧客紹介等を実施することにより、クロスセルの機会を創出してまいります。これにより、両社が単独では十分に

アプローチできていなかった顧客層へのサービス展開が可能となるほか、顧客に対してグループ全体で一気通貫の

サービスを提供することで、顧客への提供価値の拡大に繋がるものと考えております。また、両社の営業担当者が

有する顧客ニーズに関する情報や提案ノウハウを共有することで、顧客ごとの課題に応じたより付加価値の高い提

案が可能となり、顧客満足度の向上及び継続的な取引関係の強化が可能と考えております。

(２)技術やノウハウの共有によるサービス品質の向上

両社が取り扱っているサービスは、対象とする顧客課題や提供領域が異なっており、それぞれのサービス提供を

通じて蓄積してきた技術やノウハウにも相違があります。本経営統合後は、両社が有する技術やノウハウを共有す

ることで、提供するサービスの更なる品質向上を図ってまいります。具体的には、一方の会社が有する専門的な技

術やノウハウを他方の会社のサービス提供プロセスに取り入れることにより、サービス品質の高度化や対応可能領

域の拡大が可能になるものと考えております。また、両社の現場におけるベストプラクティスを相互に共有しなが

らも、それぞれの強みを活かした事業を展開することでグループ全体でのサービス品質向上を図るとともに、両社

の知見を組み合わせた新たなサービスの開発にも取り組んでまいります。

(３)サービス提供体制に係るノウハウの相互活用による事業基盤の強化

両社の現在の主なサービス提供体制として、シンメンテＨＤが外注先ネットワークを活用したサービス展開を行

っている一方、当社は自社従業員を中心としたサービス展開を行っています。本経営統合後は、外注先ネットワー

クの構築や管理のノウハウと自社従業員によるサービス提供に係る教育や業務標準化のノウハウを相互に共有し、

自社従業員を活用した安定的かつ高品質なサービス提供体制と外注先ネットワークを活用した柔軟かつ拡張性の高

いサービス提供体制を組み合わせ、事業基盤の強化を図ってまいります。また、需要の増減や地域ごとの人員確保

状況に応じた柔軟な対応が可能となることで、対応力の向上や受注機会の最大化にも繋がると考えております。

(４)営業拠点の相互活用及び最適化による営業エリア拡大とコスト効率化

両社は、それぞれ異なる地域に営業拠点を有しており、営業エリアの面でも補完関係にあります。本経営統合後

は、両社の営業拠点を相互に活用することにより、これまで十分に営業活動を展開できていなかった地域において

も顧客開拓を進め、営業エリアの拡大を図ってまいります。両社の営業拠点が重複していない地域においては、新

たに活用が可能になる拠点の地域ネットワークを活用することで、より効率的に新規顧客へのアプローチを行うこ

とが可能になると考えております。一方で、両社の営業拠点が重複している地域においては、顧客対応力や営業機

能の維持を前提としつつ、両社の独自性を保ちながらも、必要に応じて、拠点配置の最適化、営業人員の適正配置、

重複業務の見直し等を進めることで、コストの削減及び営業効率の向上を図ってまいります。

(５)コーポレート機能の統合等による経営効率の向上

本経営統合後は、本社機能の効率化や上場維持コストの削減等により、管理部門のコストを削減し、グループ全

体の経営効率を改善することが可能であると考えております。具体的には、管理部門における重複機能の見直しや

業務プロセスの標準化を進めることで、コーポレート業務の効率化及び管理コストの削減を目指してまいります。

また、長期的には、両社が利用している基幹システム等についても、業務上の必要性や移行リスク等を考慮しなが

ら、段階的な統合を進めることで、システム運用コストの削減やデータ活用の高度化を図ることを検討してまいり

ます。これにより、グループ全体としての経営管理体制を強化し、限られた経営資源をより成長性の高い領域へ重

点的に配分することが可能になるものと考えております。
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２．企業結合日

2026年12月１日（予定）

３．企業結合の法的形式

シンメンテＨＤを会社法767条の定める「発行済株式の全部を取得する株式会社」（株式交換完全親会社）、当社を

会社法768条１項１号の定める「株式交換をする株式会社」（株式交換完全子会社）とする株式交換

４．結合後企業の名称

シンメンテＨＤは、2026年12月１日（予定）に本株式交換の効力が発生することを条件として、その商号を「三

機シンメンテホールディングス株式会社」に変更する予定です。

５．取得企業を決定するに至った主な論拠

シンメンテＨＤが、本株式交換契約により当社の議決権の100％を取得し、完全子会社化することによるもので

す。

６．本株式交換に係る割当ての内容

シンメンテＨＤ 当社

本株式交換に係る割当比率 １ 1.920

本株式交換により交付する株式数 シンメンテＨＤ株式：11,179,572株（予定）

７．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等

両社は、本株式交換比率の決定にあたって公正性及び妥当性を確保するために、それぞれ両社から独立した第三

者算定機関及び各種アドバイザーを選定しました。シンメンテＨＤはＪａｐａｎ Ｂｌｕｅ Ｍ＆Ａアドバイザリ

ー株式会社、当社は、マクサス・コーポレートアドバイザリー株式会社に算定を依頼いたしました。両者は、各々

が選定した第三者算定機関から提出を受けた株式価値の算定結果を参考に、慎重に協議を重ねた結果、当社の普通

株式１株に対して、シンメンテＨＤの普通株式1.920株を割当てることと決定いたしました。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………移動平均法による原価法によっております。

関係会社出資金……移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

未成工事支出金…個別法

原材料……………総平均法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～50年

構築物 10年～20年

機械及び装置 ５年～17年

工具、器具及び備品 ２年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

なお、数理計算上の差異は発生年度に一括して費用処理しております。

(4) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

・定期契約によるメンテナンスや個別修理等は、履行義務が一時点で充足される取引であり、顧客にサービスが

提供された時点で収益を認識しております。

・契約期間に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取

引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。
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・工事契約による既設設備の更新工事や新築設備工事などは、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ

り、履行義務の充足に係る進捗に基づく収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り

の方法は、見積総原価に対する発生原価の割合によっております。また、少額かつごく短期の工事契約について

は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

一定期間にわたり充足される工事請負契約における工事収益総額及び工事原価総額の見積り

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

一定期間にわたり充足される工事請負契約の売上高 1,082,993千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表 ３.会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 238,054千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権

長期金銭債権 23,908千円

(3) 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。当事業年度末

における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,650,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,650,000千円

(4) 取締役、監査役（執行役）に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債務 150,885千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引による取引高

売上高 32,296千円

仕入高 27,151千円

営業取引以外による取引高 12,731千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 137,791株 －株 7,000株 130,791株

（注）自己株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少分であります。
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 87,067千円

未払費用 13,000千円

未払事業税 13,058千円

退職給付引当金 45,142千円

関係会社出資金評価損 25,625千円

減価償却費 28,873千円

減損損失 1,948千円

長期未払金 47,483千円

資産除去債務 6,268千円

株式報酬費用 17,834千円

その他 20,386千円

繰延税金資産小計 306,689千円

評価性引当額 △93,195千円

繰延税金資産合計 213,494千円

繰延税金負債

工事未払金 6,800千円

前払年金費用 10,825千円

建物附属設備（資産除去費用） 2,839千円

その他有価証券評価差額金 38,042千円

繰延税金負債合計 58,508千円

繰延税金資産の純額 154,986千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.58％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.79％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.18％

住民税均等割 1.77％

税額控除 △5.98％

評価性引当額の増減 0.21％

その他 △0.42％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.78％
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８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表 １．重要な会計方針に係る事項に

関する注記（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

に記載のとおりです。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 819円12銭

１株当たり当期純利益 117円43銭

10．重要な後発事象に関する注記

連結注記表 ９．重要な後発事象に関する注記に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

― 13 ―


